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平成２５年度 導水路災害復旧工事

平成２６年度 法面災害復旧工事、通水試験・営業運転

（５）譲渡日の変更

青田発電所の譲渡日については、災害復旧に時間を要することから、平

成２７年４月１日に変更する予定です。

譲渡日 平成 25 年 4 月 1 日 平成 26 年 4 月 1 日 平成 27 年 4 月 1 日

変更前 ３発電所

（青蓮寺、比奈知、青田）

３発電所

（蓮、宮川第一、宮川第二）

４発電所

（大和谷、宮川第三、長、

三瀬谷）

変更後 ２発電所

（青蓮寺、比奈知）

３発電所

（蓮、宮川第一、宮川第二）

５発電所

（大和谷、宮川第三、長、

三瀬谷、青田）

平成２４年 ６月～７月 基本合意の変更

１１月 水力発電事業を中部電力㈱へ譲渡することに伴う

重要な資産の処分の予算議案の提出

１２月～１月 譲渡契約締結

平成２５年 ２月 「三重県公営企業の設置等に関する条例の一部を

改正する条例案」の提出

４月１日 ２発電所を中部電力㈱へ譲渡

２ 宮川ダム放流ゲート故障による影響

宮川ダムでは、５月１日に放流ゲート

の故障が発生しました。ゲートの復旧に

あたっては電気事業者として負担がある

ため、県土整備部と協議していきます。

また、作業中には、ダムの貯水量に影

響がでることが予想され、ダムの貯留水

を使用する宮川第一発電所、宮川第二発

電所の発電電力量や三瀬谷ダム運用に影

響がでると考えられますので、関係者と

連携を図っていきます。

各発電所の譲渡日

参考 初回譲渡（平成２５年４月１日）に係る手続き及びスケジュール

（右岸側のゲートが傾いた状況）
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Ⅱ ＲＤＦ焼却・発電事業の全量買取制度への移行について

１ 制度の概要及び経緯

（１）平成２４年７月１日から施行される「電気事業者による再生可能エネ

ルギー電気の調達に関する特別措置法」（以下、「再生エネ法」参考①とい

う。）は、再生可能エネルギー源（バイオマス、太陽光、中小水力等）で

発電した電気について、国が定めた固定価格で電気事業者が買い取る制

度です。

（２）これまでは、平成１４年に施行された「電気事業者による新エネルギ

ー等の利用に関する特別措置法」（以下、「ＲＰＳ法」参考②という。）に基

づく買取制度があり、三重ごみ固形燃料発電所（以下、「ＲＤＦ発電所」

という。）は、ＲＰＳ法に基づく設備認定を取得し、バイオマス発電の価

値を含んだ料金単価で契約してきました。

（３）再生エネ法は、新設設備を対象とした制度であり、ＲＰＳ法に基づく

認定設備など既存施設については、法律の公布当初は対象外とされてい

ました。このため、既存設備が不利にならないよう買取価格の維持や新

しい制度への移行などについて要望してきたところ、平成２４年５月、

国から示された既存設備の取扱案において、ＲＰＳ法認定設備について

も、申請により再生エネ法の設備認定に移行することができ、全量買取

制度の適用を受けることができるという案が示されました。

２ 全量買取制度移行に伴うＲＤＦ焼却・発電事業への影響

（１）売電単価

ＲＤＦ発電所での平成２３年度の中部電力㈱への平均売電単価は、約

８．２円／kWh（税抜き）となっています。調達価格等算定委員会から

示された新設の「固形燃料燃焼（一般廃棄物）」の売電単価（電気事業者

の調達単価）は１７円／kWh（税抜き）となっており、既存設備につい

ては、既に受け取った補助金額や残余期間を考慮して価格が差し引かれ

る算定式となっているものの、現行の平均売電単価より有利となる見込

みです。

なお、算定方法が未決定であり、今後の省令等によって具体的な単価

が明らかになる予定です。

（２）売電収入の増加

売電単価が上がることによって売電料金の増収が見込まれます。した
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がって、平成２０年度から２８年度までの県と市町の経費負担の算定根

拠としている収入額が増加し収支が改善されるため、平成２８年度まで

の県と市町の経費負担の軽減が見込まれます。

３ 今後の対応

現行のＲＰＳ法に基づく設備認定から全量買取制度の設備認定への移行に

ついて、申請期限である本年９月１日に向けて、さらに情報収集しつつ申請

準備を進めます。

また、県と市町の経費負担について、ＲＤＦ運営協議会において関係市町

と調整を行っていきます。

【参考】

①再生エネ法の概要

再生可能エネルギー源（バイオマス、太陽光、中小水力等）を用いて発

電された電気を、一定の期間・価格で電気事業者が買い取ることを義務付

けることによって、再生可能エネルギーの利用を促進することを目的とし

て、平成２４年７月１日から施行されます。

電気事業者が買い取りに要した費用は、原則として賦課金によって回収

することとされており、電気料金の一部として、広く需要者が負担するこ

ととなります。

《調達区分・調達価格・調達期間》

（注）調達価格等算定委員会案から主な項目を抜粋して作成。

②ＲＰＳ法の概要

電気事業者に新エネルギー等（バイオマス、太陽光、中小水力等）から

発電される電気を一定割合以上利用するよう義務付け、新エネルギー等の

一層の普及を図るため、平成１４年１２月から施行されています。

電源

バイオマス

固形燃料燃焼

（一般廃棄物）

太陽光 中小水力 風力

調達区分
廃棄物系（木質以外）

バイオマス
１０ｋＷ以上 ２００ｋＷ未満 ２０ｋＷ以上

調達価格

１kWh 当たり

（税抜き）

１７円 ４０円 ３４円 ２２円

調達期間 ２０年 ２０年 ２０年 ２０年
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【ポンプの運転台数】

区 分
通常運転時の

最大運転台数

ﾋﾟｰｸｼﾌﾄ運転

時の運転台数

ポンプ

１台出力

播磨浄水場 送水ポンプ ３台 ２台 ３００ｋＷ

水沢浄水場（菰野導水）導水ポンプ ３台 ２台 ３５５ｋＷ

高野浄水場
取水ポンプ ２台 １台 ２００ｋＷ

送水ポンプ ３台 ２台 １６０ｋＷ

（２）平成２４年度の取組期間

平成２４年７月２日（月）から９月２８日（金）の平日１３時から１６時

（３）効果

昨年夏季の実績 (平成２３年度実績)

ピークシフトの取組を行ったことにより、平日１３時から１６時までの時間帯

において、平均９００ｋＷの使用電力の削減効果がありました。

これは、一般家庭（平均３６Ａ契約）の契約電力で約２５０世帯分に相当し、

企業庁契約電力の約７％分の削減効果となりました。

２ 電気事業における電力供給の取組

三重ごみ固形燃料発電所については、安全安定運転のため、定期的にボイラを

停止し、点検することとしていますが、今年度も２号ボイラの点検時期について、

特に電力需給の厳しい９月上旬までの時期を避け、中旬から行うことを当初計画

で定めています。

また、水力発電所においても、中部電力㈱と調整しながら、７月から９月の間、

点検等による発電停止を最小限となるよう当初計画で定めています。

３ その他の取組

企業庁では、設備の劣化更新時において、省エネ機器への取替を推進していま

す。（省エネ照明器具、高効率変圧器への更新など）

平成２４年度工事として、播磨浄水場管理本館の照明設備について、ＬＥＤ照

明器具への更新などを予定しています。

・過去実績（３ヶ年）

平成２１年度 播磨浄水場脱水機を高効率脱水機へ更新

（年間使用電力量は旧設備に比べ約４割削減）

平成２２年度 播磨浄水場屋外照明のＬＥＤ化

（年間使用電力量は旧設備に比べ約８割削減）

平成２３年度 長太加圧ポンプ所ポンプ室照明のＬＥＤ化

（年間使用電力量は旧設備に比べ約５割削減）

木造取水所変圧器を高効率変圧器へ更新

（年間損失電力量は旧設備に比べ約４割削減）


